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１．はじめに

　Zimmerman（2001）による管理会計における経
験的研究（empirical research）への批判は，その研
究方法（research method）の妥当性

１）
（validity）への

批判を含んでいた（加登ほか，2007
２）
）。Zimmerman

（2001）の批判に対する一連の反論を契機として
３）
，

過去の研究の妥当性を検証した上でより頑健な論
文を執筆するための調査が実施されはじめている。
例えば，Van der Stede et al. （2005）では，サーベ

 1）　本論文における「妥当性」とは，研究におけ
る内的妥当性および外的妥当性の総称として用
いている。ここで，内的妥当性とは因果推論の
適切さ，外的妥当性とは一般化の可能性につい
ての議論である。なお，フィールドスタディに
おける外的妥当性についての詳細な議論は，

Yin（2002）で提供されているので参照されたい。
 2）　なお，Zimmermanの批判の主たるものは，研
究方法というよりは研究方法論（methodology）
に関連したものである。この点については，藤
岡（2008）が詳しい。あわせて参照されたい。

 3）　一連の反論の詳細については加登ほか（2007）
を参照されたい。

＜要　　約＞
　本論文では，管理会計研究でフィールドスタディを採用した場合，どのような情報を論文内
で開示することによってその妥当性を向上させることができるのかを検討している。検討方法
は，フィールドスタディを採用した論文の文献レビューである。管理会計研究におけるフィー
ルドスタディの有効性の主張にかかわらず，この研究方法を採用した論文が，科学的な論文と
して開示すべき情報についてはこれまで明確に議論されてこなかったといえる。そこで本論文
では，フィールドスタディに関する方法論の議論を検討し，続いて妥当性向上のためベンチマ
ークとすべき複数のフィールドスタディ論文を検討するというプロセスを経て，妥当性を上昇
させるための開示情報の目安とすべき項目の一覧を作成した。その上で，我が国で実施されて
きた管理会計領域のフィールドスタディの方法論上の特徴を検討し，今後の展望を議論した。

＜キーワード＞
　研究方法，経験的研究，フィールドスタディ，Zimmerman論争，文献レビュー
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イスタディを用いた管理会計研究において妥当性
を担保するために必要な情報が開示されているの
かを調査した。また，加登ほか（2008）では Van 

der Stede et al.（2005）の追試を我が国の文献を
対象として実施し，彼らの結果と比較・検討した

４）
。

しかし，フィールドスタディという研究方法につ
いては，フィールドスタディ論文に載せるべき情
報について一般的な合意がないという指摘
（Ferreira and Merchant, 1992）もあるように，こ
れまでの研究では，その妥当性の議論は限定的で
ある。
　本論文では，既存研究（Ahrens and Dent, 1998;  
Anderson and Widener, 2007; Merchant and Van 

der Stede, 2006；など）を踏まえて「実務との直
接の接触」と「詳細な調査」をフィールドスタデ
ィの要件とする。これまでフィールドスタディと
いう用語の多義性が指摘されてきたが（Ferreria 

and Merchant, 1992; Scapens, 1990など），Merchant 

and Van der Stede（2006）は Yin（2002）などに
もとづき，フィールドスタディを「組織の実務と
直接接触すること（direct contact）を通じて，実
社会の現象を詳細に調査（in－depth study）する
もの」（p. 118）と定義しており，フィールドスタ
ディの要件として「実務との直接の接触」と「詳
細な調査」を重視する。
　近年，フィールドスタディによる管理会計論文
は増加傾向にある。例えば，欧米の主要会計ジャ
ーナル10誌の管理会計論文の傾向を調査した
Hesford et al.（2007）は，1990年代以降，ケース
スタディやフィールドスタディの増加傾向を確認
している。また，吉田ほか（2009）は Hesford et 

al.（2007）の追試を我が国の文献を対象に実施し，
同様の傾向を確認した

５）
。

　このように，フィールドスタディによる管理会

計分野の論文が増加しており，その方法の重要性
が高まっていると考えられるため，開示すべき情
報を明確にする議論を行う時期にきている。開示
情報を明確にすることは，今後のフィールドスタ
ディ研究成果の妥当性を高めるだけでなく，過去
の研究成果との比較・検討を可能にするからであ
る。
　そこで本論文の目的は，フィールドスタディが
開示すべき情報の検討と，我が国の管理会計研究
論文のフィールドスタディの特徴を明らかにする
ことである。次章では，フィールドスタディ論文
が開示すべき情報を検討する。第３章では，我が
国のフィールドスタディによる管理会計論文を，
情報開示の項目にもとづいてレビューし，我が国
管理会計論文のフィールドスタディの特徴を示す。
第４章では，本論文の貢献と今後のフィールドス
タディによる管理会計研究の方向性を示す。

２．論文内で開示する情報

　管理会計研究におけるフィールドスタディの有
用性は，多くの研究が指摘している。例えば，
Johnson and Kaplan（1987）のレレバンス・ロス
トについての主張に前後して，Kaplan（1986）や
Bruns and Kaplan（1987）が，経験的な研究方法
の１つとしてフィールドスタディについて議論し
ている。また，他の研究方法に対する優位性を主
張し，より積極的にフィールドスタディを評価し
ようとする議論もみられる（Ahrens and Chapman, 

2005； 澤邉ほか，2008
６）
）。澤邉ほか（2008）は，

フィールドスタディが，特別な事例による学習の
意義，特定の現象を理解する上で変数を変化させ
ることによるバリエーションの増大，既存理論へ
の反証，新たな理論の構築を可能にするため管理
会計研究に有効であると主張する。
　しかし，フィールドスタディは，研究方法の議
論の充実度に対して，論文で開示すべき明確な情
報についての議論は十分ではない。そこで本章で

 4）　サーベイスタディ以外にも，実験室実験に関
する検証（Sprinkle, 2003）がある。

 5）　フィールドスタディの定義が，Hesford et al. 
（2007）および吉田ほか（2009）と本論文では
異なる点には注意を要する。例えば，Hesford 
et al. （2007）と吉田ほか（2009）は調査対象企
業の数によって，ケーススタディとフィールド
スタディを区別しているのに対し，本論文の定
義ではそのような区別は行っていない。

 6）　これらの議論は，研究方法というよりは研究
方法論に関連したものである。なお，フィール
ドスタディの方法論については，本論文では特
に検討しない。



管理会計研究論文におけるフィールドスタディの妥当性を求めて 103

は，まず，フィールドスタディ一般における議論
を整理する。次に，管理会計研究におけるフィー
ルドスタディの妥当性を評価した先行研究の文献
をレビューし，論文内で開示すべき情報のカテゴ
リーを示す。続いて，分類されたカテゴリーを基
礎に，優れたフィールドスタディ論文をベンチマ
ークとして検討し，より詳細で具体的な開示情報
を示す。

（１）　 フィールドスタディ論文内で開示すべき情報
　フィールドスタディは，研究者の特別な先入観
を裏付けるために，データの山から証拠を引っ張
り出してくることがあるため，「逸話主義」的な
ものになりがちであるという（Easterby-Smith et 

al., 2002）。そのため，研究の妥当性向上にむけて
論文に示すべき情報を明らかにすることは「ジャ
ーナリズムのような低レベルの研究」（Easterby－
Smith et al., 2002，邦訳 p. 85）との差別化に有効
であろう。
　Richards（2005）は，フィールドスタディを用
いた論文が記載すべき内容について，「書くとき
には，あなたのオーディエンスにとって適切な用
語を使って，慎重に，しかししっかりと妥当性を
主張」（邦訳 p. 269）する必要があると述べ，妥
当性を評価する読み手や査読者などの論文・文献
が出版されるコンテクストに応じて，論文の書き
方が変化する可能性を示唆した。すなわち，コン
テクストにより開示すべき具体的な項目が決定さ
れることは，研究領域による開示情報の相違を生
じさせる可能性があり，管理会計研究の領域に固
有の事情を踏まえて具体的に開示すべき項目を示
す必要がある。

（２）　管理会計研究におけるフィールドスタディ
の議論

　そこで，管理会計研究の領域におけるフィール
ドスタディの方法に関連する論文をレビューする
ことにより，どのような情報の開示が要請されて
いるのかを整理する。管理会計研究におけるフィ
ールドスタディの妥当性を評価した先行研究のレ
ビューにより，論文内の開示情報について，少な
くとも次の３つのカテゴリーに分類可能な内容が
要請されているのが明らかとなった。

　第１は，研究についての基本情報である。
Ferreira and Merchant（1992）はフィールドスタ
ディの特徴を捉えるために，①フィールドスタデ
ィの研究動機（実務の記述，理論構築，理論・仮
説の検証），②サンプルの特徴，③サンプル選択
の理由，④情報収集の方法，⑤研究期間の５つの
基準を取り上げた。フィールドスタディの論文で
は，このような研究基本情報の提供が不可欠であ
る。くわえて，フィールドスタディの理論的基礎
についての記述も求められる。Merchant and Van 

der Stede（2006）は，フィールドスタディによ
って得られた知見の相対的位置づけ，すなわち既
存研究の系譜の中でどのように位置づけられるの
かを検討する必要性を主張している。管理会計領
域では研究課題に適合的な理論ベースの存在が予
想されるため（吉田，2009；吉田ほか，2009），
理論的基礎を明確にした研究は既存研究との比較
可能性を持つ。したがって，研究の系譜における
当該研究の位置づけを明らかにするために理論的
基礎を明示することが求められる。
　第２は，リサーチサイトに関する情報である。
フィールドスタディでは，研究目的に照らして有
用な知識が得られる可能性を最大化するためにリ
サーチサイトを探すことが重要であり（Merchant 

and Van der Stede, 2006），統計的サンプリング
（statistical sampling）というよりも理論的サンプ
リング（theoretical sampling）による調査が行わ
れる。したがって，リサーチサイトについて，そ
の選択理由の適切性を示す情報の提供が求められ
る。さらに，Lillis and Mundy（2005）が主張す
るように，複数の調査対象にフィールドスタディ
を実施することも効果的であり，サイトの数も重
要な情報となる。
　第３は，フィールドスタディにおいて採用され
る具体的な調査手法に応じて，その調査手法の妥
当性を確保するための情報である。例えば，イン
タビュー情報の提供である。インタビューは管理
会計におけるフィールドスタディの重要な手法で
あり（Ferreira and Merchant, 1992; Merchant and 

Van der Stede, 2006），インタビューという調査手
法の妥当性を判断する情報の提供が求められる。
また，参与観察や，内部資料にもとづいた調査が
フィールドスタディの調査手法として選択された
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場合にも（Ahrens and Chapman, 2007; Anderson 

and Widener, 2007; Jönsson and Lukka, 2007），選
択された手法の妥当性を判断する情報の開示が必
要であろう。これらの３つの分類カテゴリーは，
我々が論文内で開示すべき情報についての指針と
なりうるものである。しかし，これらは抽象的で
あり，より具体的な項目の検討が必要である。そ
こで，これら具体的項目を抽出するために優れた
フィールドスタディの論文をベンチマークとして，
具体的な開示項目を提示する。

（３）　ベンチマーク論文
　開示情報の具体化にむけて，Chapman（2005）
に所収された３つのフィールドワーク研究
（Ahrens and Chapman,  2005 ;  Hansen and 

Mouritsen, 2005; Miller and O
,
Leary, 2005）をベ

ンチマークとして取り上げる。これらの論文には，
多くのフィールドスタディ研究を過去に発表して
きた研究者による論文であること，匿名および実
名企業のフィールドスタディの採用，単一または
複数のリサーチサイト調査手法の多様性（インタ
ビュー，参与観察，内部情報の調査）などの特徴
がある。異なるタイプのフィールドスタディにお
いて，共通に明示される情報を抽出することによ
り，具体的な開示項目を明らかにできるだろう。
　第１の，Ahrens and Chapman（2005）は，イ
ギリス最大のレストランチェーンにおけるマネジ
メント・コントロールの仕組みと戦略の関係性の
理解を目的とした実践理論（practice theory）に
もとづくフィールドスタディである。参考文献を
含めて19頁におよぶ本文中，フィールドスタディ
の研究方法についての記述は４頁を占めており，
リサーチサイトの組織図と，インタビューや参与
観察についての情報を示している。
　第２の，Hansen and Mouritsen（2005）は，４
つの企業における BSCとの関係の中で策定され
る戦略に焦点を当てた，Latour（1986）や Callon

（1986）を基礎とする構成主義にもとづくフィー
ルドスタディである。参考文献を含めて26頁にお
よぶ本文中，フィールドスタディの研究方法につ
いての記述は３頁を占めており，４つのリサーチ
サイトのそれぞれの業種や業績測定の役割などを
示している。

　第３の，Miller and O
,
Leary （2005）は，インテ

ル社を対象として，資本予算決定のプロセスとそ
れに伴う複雑な戦略的・組織的現象の関連性を明
らかにすることを目的とした，補完性の理論にも
とづいたフィールドスタディである。参考文献を
含めて32頁におよぶ本文中，フィールドスタディ
の研究方法についての記述は２頁を占めている。
　これらの論文では，いずれも前述の３つの基本
的な情報開示のカテゴリーに分類可能で具体的な
情報を示している（図表１）。第１の研究基本情
報カテゴリーでは，論文が記述的／理論構築的／
仮説検証的なものか，研究期間，理論的基礎など
の具体的な項目を示している。
　第２のリサーチサイトに関する情報では，リサ
ーチサイトの基本情報の記述，リサーチサイト数，
実名／匿名によるラベリングなどを示している。
とりわけ Ahrens and Chapman（2005）のような
匿名リサーチサイトの場合，基本情報では産業分
類や，規模，上場に関する情報などが示されてい
る。
　第３の調査手法の妥当性確保のためのカテゴリ
ーでは，調査方法の具体的な項目を示している。
まず，インタビュー情報については，インタビュ
ーの回数，時間，録音の有無，インタビューメソ
ッド
７）
，インタビュイーの基本情報が示されている。

インタビュー時の道具の有無は調査の妥当性など
にはあまり影響を与えない（佐藤，2006）という
主張もあるが，読み手がインタビューデータを解
釈するプロセスにおいて，そのデータがどのよう
な状況で採取されたものなのかを理解することは，
研究の信頼性を担保する上でも重要な点といえる
だろう。３つのベンチマーク論文，例えば，
Ahrens and Chapman（2005）では，インタビュ
ーデータの獲得プロセスについて詳細に記述され
ている。また，インタビュー時の録音の有無につ
いての記述は，Hansen and Mouritsen（2005）で
は開示情報ではなかったが，他の論文ではインタ

 7）　インタビューメソッドとは，例えば半構造化
インタビューのような種々の確立されたインタ
ビューの方法を指す。インタビューメソッドの
詳細は，田尾・若林編（2002，132頁）などを
参照されたい。
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時 間
録 音 ※

メ ソ ッ ド

イ
ン
タ
ビ
ュ
イ
ー

情
報

回
数

参
与
観
察

基
本
情
報

内
部
資
料

基
本
情
報

A
hr

en
s 

an
d 

C
ha

pm
an

（
20
05
）

実
践
理
論

記
述
的

２
年

イ
ギ
リ
ス
最
大
の
フ
ル
サ

ー
ビ
ス
レ
ス
ト
ラ
ン
チ
ェ

ー
ン
。
レ
ス
ト
ラ
ン
事
業

部
は
，
ロ
ン
ド
ン
証
券
取

引
所
に
上
場
さ
れ
て
い
る

グ
ル
ー
プ
に
よ
っ
て
保

有
。
20
0以
上
の
レ
ス
ト

ラ
ン
を
利
益
セ
ン
タ
ー
と

し
て
組
織
。

１
０

45
回
平
均

70
分

１
半
構

造
化

取
締
役
会
・
執
行

委
員
会
全
員
，
本

社
す
べ
て
の
職
の

管
理
者
や
専
門
家
，

地
域
統
括
部
長
，

地
域
管
理
者
，
レ

ス
ト
ラ
ン
管
理
者

19
業
績
検
討
会

の
観
察
，
料

理
の
注
文
な

ど

社
内
の
計
画
・

統
制
・
財
務

の
資
料
，
社

内
研
修
資
料
，

PC
の
入
力
デ

ー
タ
や
報
告

画
面

H
an

se
n 

an
d 

M
ou

ri
ts

en
 

（
20
05
）

構
成
主
義

記
述
的

２
年

E
rc

oP
ha

rm
社（
製
薬
），

K
va

dr
at
社
（
繊
維
），

C
ol

um
bu

s 
IT

 P
ar

tn
er

社
（

IT
），

B
R

F
kr

ed
it

社
（
抵
当
融
資
）

４
１

4回
約

２
時
間

N
A
半
構

造
化

B
SC
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
に
か
か
わ
っ
て

い
る
重
要
人
物

N
A

N
A

M
il

le
r 

an
d 

O
’L

ea
ry

 
（
20
05
）

補
完
性
の

理
論

理
論

構
築
的

４
年
イ
ン
テ
ル
社

１
１

33
人
最
低

１
時
間
１

半
構

造
化

鍵
と
な
る
意
思
決

定
権
者
（
社
長
兼

C
E

O
，

C
FO
，
副
社

長
，
取
締
役
，
研

究
開
発
な
ら
び
に

大
規
模
工
場
管
理

者
お
よ
び
技
術
者
，

半
導
体
対
産
業
の

分
析
を
行
う
技
術

ア
ナ
リ
ス
ト
）

3

O
co

ti
ll

o
，

R
a

n
c

h
o
，

Le
ix

lip
に
所

在
す
る
組
立

工
場
へ
の
訪

問

資
本
投
資
マ

ニ
ュ
ア
ル
，
エ

ン
ジ
ニ
ア
リ

ン
グ
・
技
術

マ
ニ
ュ
ア
ル
，

企
業
観
，
会
議

議
事
録
を
含

む
機
密
資
料

注
：

N
A
は
非
開
示
項
目
を
指
す
。
な
お
，
※
項
目
は
，
当
該
項
目
を
実
施
し
て
い
れ
ば
１
を
，
実
施
し
て
い
な
け
れ
ば
０
を
，
論
文
内
で
不
明
の
場
合
は

N
A
と
表
記
し
て
い
る
。
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１　研究基本情報
1. 1　理論的基礎
1. 2　記述的／理論構築的／仮説検証的
1. 3　研究期間

２　リサーチサイト情報
2. 1　リサーチサイト基本情報
2. 2　リサーチサイト数
2. 3　リサーチサイトの実名表記／匿名表記

３　インタビュー情報
3. 1　インタビュー回数・人数
3. 2　インタビュー時間
3. 3　録音の有無
3. 4　インタビューメソッド
3. 5　インタビュイー情報

４　参与観察情報
4. 1　参与観察回数
4. 2　研究者のリサーチサイトへの干渉の有無
4. 3　参与観察基本情報

５　内部資料情報
5. 1　内部データの統計解析の有無
5. 2　内部資料基本情報

図表２　開示項目一覧
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ビュー方法の箇所で明示されており，この項目に
ついても開示すべき情報としてもよいだろう。次
に，参与観察の情報については，観察の回数や観
察対象についての基本情報を示していた。さらに，
内部資料に関連した情報については，調査対象と
なった内部資料についての基本情報を報告してい
た。

（４）　その他の開示項目
　以上のベンチマーク論文では，すべてのフィー
ルドスタディの調査方法が網羅されているわけで
はなく，十分に開示すべき情報を抽出できない項
目もあることが予想される。そこで，追加的に
Chapman et al.（2007）に所収されたアクション
リサーチ（Jönsson and Lukka, 2007）と，量的フ
ィールドスタディ（Anderson and Widener, 2007）
を取り上げる。
　アクションリサーチは，参与観察の際に，研究
者が何らかの形でリサーチサイトへ「介入する」
ことになる。そこで，参与観察情報の項目に「介
入の有無」を追加する必要がある。また，量的フ
ィールドスタディでは，内部資料について統計的
な分析を実施したか否かで判断ができる

８）
。そのた

め，内部資料情報の項目に「統計解析の有無」を
追加する必要があろう。以上から，フィールドス
タディを用いた管理会計研究論文の妥当性向上に
むけた，開示すべき情報をまとめると図表２のよ
うになる。

３．我が国の研究論文のレビュー

　本章では，前章で示した項目一覧を実際に用い
て，我が国の管理会計研究論文のうちフィールド
スタディを用いた論文を対象として，開示情報を
検証しその特徴を明らかにする。
　対象となるジャーナルは加登（2001）にもとづ

いて管理会計分野の学術誌（アカデミックジャー
ナル）である『會計』，『会計プログレス』，『管理
会計学』，そして『原価計算研究』の４誌とした。
そのうち論文のみをレビュー対象としており，座
談会や資料，事例研究，研究ノートなどそれぞれ
のジャーナルで論文以外のものに分類されている
ものは対象外とした。これら対象選択の基準は，
サーベイスタディを採用した論文を対象として，
同様の議論を行った加登ほか（2008）を参考にし
ている。
　対象期間は，1980年から2007年までとした。た
だし，すべての期間でレビューを実施できたのは
『會計』のみである。『会計プログレス』および『管
理会計学』はそれぞれ創刊した時点より，『原価
計算研究』は研究目的の雑誌として企業経営協会
原価計算研究会から派生独立した1993年の第17巻
からを対象としている。レビューの対象となった
論文はのべ60本

９）
であり，一連のレビューの結果は 8）　Anderson and Widener（2007）は，量的フィ

ールドスタディの分析対象として，調査対象企
業へのサーベイ結果なども重視している。ただ
し，サーベイスタディは，本論文におけるフィ
ールドスタディの定義からはずれるため，この
点は検討の対象としない。

 9）　なお，王・廣本（2004a, b）は連作であるため，
１つの論文としてカウントしている。



図表３　管理会計研究論文におけるフィールドスタディ論文

雑誌名 対象年 管理会計論文数 フィールドスタディ
論文数（％）

サーベイスタディ
論文数（％）

會計 1985－2004 380 26 （6.8％） 32 （8.4％）
管理会計学 1992－2004 67 2 （3.0％） 14 （20.9％）
原価計算研究 1993－2004 176 8 （4.5％） 15 （8.5％）
合計 623 36 （5.8％） 61 （9.8％）

注： フィールドスタディの論文数は本論文の付表より作成。管理会計論文数およびサーベイスタディ論文数は加
登ほか（2008）の表１にもとづいている。なお，フィールドスタディとサーベイスタディに同時にカウント
される論文は存在しなかった。
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巻末付表のようになった
10）
。

（１）　全体的な傾向：加登ほか（2008）との比較
から

　まず，フィールドスタディを採用した研究が管
理会計研究全体のうちどれくらいの割合を示して
いたのか，あるいは他の研究方法に対してどれほ
ど採用されていたのかを検討しよう。ここでは，
加登ほか（2008）との比較検討を行うため，付表
の中でも1985－2004年に該当する論文のみを抽出
している（図表３）。図表３は，ジャーナルごと
の論文数および比率を示している。図表３にある
とおり，フィールドスタディの論文の比率は３％
から７％の間である。サーベイスタディと比較す
ると，すべてのジャーナルにおいてフィールドス
タディが研究方法として採用される本数・比率が
相対的に低いことが明らかとなった。この傾向は
『管理会計学』と『原価計算研究』に顕著である。
これは，２つのジャーナルが査読制度を採用して
いることから，査読の際にはフィールドスタディ
よりサーベイスタディが高く評価される可能性を

示唆しているのかもしれない。

（２）　フィールドスタディのレビュー：研究基本
情報とリサーチサイト

　次に，一連の研究にはどのような特徴や諸問題
があるのかを検討する。まずは，研究の基本的な
情報とリサーチサイトの情報についてである。
　フィールドスタディを用いた研究は，基本的に
は次のような性格を有していた。第１に，ほとん
どの研究が理論的基礎を論文内で明示していなか
った。理論的基礎が明示されていたのは，５本
（8.3％）の論文に限られており，これらも戦略論
（小倉，1990），制度論（近藤・吉田，2005；澤邉，
2006），不確実性の概念（井尾・淺田，2005；小沢，
2002）など，多様な理論的基礎を有していた。ま
た，多くの論文が「記述的」な論文であり（49本，
81.7％），仮説検証的な論文は６本（杉山，
2003；王・廣本，2004a，b；松尾 , 2005；2006；
鈴木ほか，2006；長野，2007），理論構築的な論
文は５本（伏見・横田，1993；福田，2002；近藤・
吉田，2005；小菅ほか，2006；澤邉，2006）とな
った。これらの結果から，フィールドスタディを
用いた管理会計研究の多くは，理論的な問題に根
ざしたものであるというよりは，実務の記述を通
じてより実践的な知見を提供することを目指して
いることが推察される。
　第２に，研究期間を示している論文は15本だっ
た
11）
。およその期間ではなく，はっきりとした期間

10）　本論文におけるレビューは，あくまでも論文
内に記述があるか否かで判断している。我が国
の学術誌は『會計』を筆頭に，海外ジャーナル
と比べ紙幅に制約があるので，情報の詳細を記
載できない可能性がある点には注意されたい。
Anderson and Widener（2007, p. 333）は海外ジ
ャーナルでも，査読プロセスで紙幅の制約など
の理由から，リサーチサイトやインタビュー情
報の詳細が削られる場合があることを指摘して
いる。

11）　調査日時が記載されていても，調査が１回限
りの論文はカウントしていない。
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を示した14本の論文によると，研究期間の平均値
は2.13年となった。また，最頻値は２年であった

12）
。

　第３に，リサーチサイトの情報について記載は
ほとんどすべての論文で確認できた（59本，
98.3％）。リサーチサイトそのものが実名で表記
されていた論文は31本あり，これは全体の51.7％
である。
　また，リサーチサイト数は，単一サイトが41本
（68.3％）あり，これははっきりとしたサイト数を
開示している54本の論文のうち75.9％を占めてい
る。それ以外の論文のサイト数は，２サイトを対
象とした論文が６本（小林，1994；王，1998；梶
原，2005；荒井，2006；谷，2006；鈴木，2007），
３サイト（横田，2000），４サイト（園田，2004），
６サイト（王・廣本，2004a，b），９サイト（宮本，
2003），31サイト（荒井，2002），35サイト（井上，
1995）を分析対象とした論文がそれぞれ１本ずつ
あった。これらリサーチサイト数の平均値は2.66
となった。
　さらに，39論文（65.0％）で公開されていたリ
サーチサイトの選定理由は，大別すれば，事例の
先端性・特異性がほとんどであった。これはサイ
トの選定理由を開示している論文のうち84.6％を
占めている。それ以外の選択理由は，一般的・代
表的な事例（宮本，2003；梶原，2007），分析可
能なデータが入手可能（松尾，2006），比較事例
研究の対象として適切（荒井，2006），リサーチ
サイトへアクセス可能（末松，1998；乙政，
2005）であった。ほとんどの論文がそのサイトの
選択理由として先端的あるいは特異な事例である
点を挙げていることは，フィールドスタディが主
に実務の記述に実施されることと整合的な結果で
ある。

（３）　フィールドスタディのレビュー：インタビ
ュー

　続いて，一連の研究において採用されたインタ

ビュー方法について検討する。60本の論文のうち，
明示的にインタビューの採用を記述していた論文
は43本（71.7％）であった。この値は，参与観察
や内部資料の分析を採用した論文よりも格段に多
く，管理会計研究のフィールドスタディにおいて
インタビューは最も一般的な手法であるといえる。
また，はっきりとしたインタビュイーの人数・回
数を示した論文から，平均して６人，7.63回にわ
たりインタビューを実施していた。加えて，イン
タビュイーの職位は，ほとんどが管理職だった。
具体的なインタビューの方法については，２本の
論文のみ示しており，半構造化インタビュー（乙
政，2005），非構造化インタビュー（松尾，2005）
であった。また，インタビューの際に録音があっ
たかどうか，インタビュー内容についての事後確
認が行われたのか，といった点については，ほと
んどすべての論文で示されていなかった。

（４）　フィールドスタディのレビュー：参与観察
と内部資料の分析

　続いて，インタビュー以外に採用されたフィー
ルドスタディの手法について検討する。60本の対
象論文のうちこれらインタビュー以外の手法の採
用を明記していた論文は少なく，参与観察や内部
資料の分析を行った論文のほとんどは，同時にイ
ンタビューも採用していた。
　参与観察の実施を示していたのは，岡本（1985），
松尾（2005），窪田ほか（2004），近藤・吉田（2005），
松木（2005；2006），谷（2006），そして三矢（2007）
の８本（13.3％）だった。これらは，工場や会議
などの現場を直接観察することを目的としている
ものがほとんどだった。そのうち，松尾（2005），
近藤・吉田（2005），谷（2006），三矢（2007）は，
観察対象への研究者の関与を明示しており，いわ
ゆるインターベンショニストリサーチやアクショ
ンリサーチ（Jönsson and Lukka, 2007）といわれ
る手法がとられている。同時にインタビューを手
法として採用していた論文は，８本中６本におよ
ぶ。
　また，企業内の資料を用いた分析の実施を示し
ていたのは，14本（23.3％）だった。これら内部
資料には，財務・非財務データ（中嶌，2003；鈴
木ほか，2006；松尾，2006；谷，2006；鈴木，

12）　研究期間が「年以上」のような形式で示され
ている場合，短い期間になるように切り捨てて
数字をまるめてある。そのため，実際の研究期
間よりもこの平均値は短い可能性がある点に留
意されたい。
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2007；梶原，2007），講演録の録音データ（加登，
1990），日報や議事録等会社作成資料（園田，
2004；澤邉，2006；松尾ほか，2007）などが用い
られていた。さらに，これら資料から提供された
データをもとに統計分析を行っている，いわゆる
量的フィールドスタディ（Anderson and Widener, 

2007）を実施していた論文は，松尾（2006），鈴
木ほか（2006），そして梶原（2007）の３本だっ
た
13）
。加えて，同時にインタビューを手法として採
用していた論文は，14本中12本におよんだ。

（５）　議論：我が国の管理会計研究論文における
フィールドスタディの特徴

　以上，付表にまとめられたフィールドスタディ
の論文について，項目ごとに検討した。本章の最
後に，我が国の管理会計研究論文におけるフィー
ルドスタディの特徴について議論を行う。特徴は，
次の３点にまとめられる。
　第１に，我が国の管理会計研究において，フィ
ールドスタディはまだ研究方法として少数派であ
る。特に査読付きのジャーナルにおいては，サー
ベイスタディに比して，フィールドスタディの論
文の数は少なかった。ただし，フィールドスタデ
ィの論文の数自体は，2000年以降のものが41本
（68.3％）と増加してきており，今後フィールドス
タディがより多用される可能性が示唆される。
　第２に，我が国の管理会計研究におけるフィー
ルドスタディの主たる目的は，先端的，あるいは
特異な事例の記述にある。また，Ferreira and 

Merchant（1992）が指摘したフィールドスタデ
ィの３つの研究動機のうち，理論構築や仮説検証
よりも，記述的なアプローチを重視してきた。こ
の理由としては，「日本的な」管理会計実務がア
クセス可能なケースとして存在する際に，研究者
が有効な知見を効率的に構築するためには記述的
なアプローチが最も自然な方法であったことが推
察される。
　第３に，フィールドスタディの手法としてイン
タビューが多く用いられていた。しかし，記述的

なアプローチには，必ずしもインタビューのみが
フィールドスタディの手法として有効だとは限ら
ない。今後，参与観察や内部資料の分析など，そ
の他の手法の適用が求められる。

４．むすびにかえて

　本論文では，①ベンチマーク論文やフィールド
スタディの方法について検討した論文などから論
文で開示すべき情報の項目一覧を作成し，②その
項目一覧に従って，過去の我が国において公表さ
れた論文の網羅的なレビューを実施した。最後に，
むすびにかえて分析結果の要約とインプリケーシ
ョンについて議論を行う。
　まず，フィールドスタディを用いた管理会計研
究において，どのような情報を論文に示すべきか
を明らかにした。すなわち，研究基本情報（理論
的基礎など），リサーチサイトの情報（数，名称，
選択根拠など），インタビュー情報（インタビュ
イー情報，インタビューメソッドなど），参与観
察情報（研究者のリサーチサイトへの干渉の有無
など），内部資料分析の情報（用いた資料の情報
など）である。
　次に，これらの項目に従って実際の論文を検証
することで，我が国の管理会計研究においてフィ
ールドスタディはまだ研究方法としては少数派で
あること，我が国の管理会計研究におけるフィー
ルドスタディの主たる目的は先端的・特異な事例
の記述にあること，手法としてインタビューが多
用されていること，を特徴として示した。
　本論文は，今後の管理会計研究に対して次の２
つのインプリケーションを与える。
　第１に，フィールドスタディという研究方法が
より多くの貢献を提供する方法である可能性を示
した。我が国では，フィールドスタディそのもの
が研究方法としては頻繁に採用されていないだけ
でなく，そのほとんどが記述的な研究目的に用い
られている。これは，理論構築目的などにおいて
フィールドスタディを用いて研究を行う余地が多
分にあることを示唆する。Hopwood（2007）が
強く主張するように，管理会計の研究方法として，
フィールドスタディを許容することこそが，管理
会計が実践される現場の文脈を読み取る上で重要

13）　なお，山本（2001）と松尾（2005）は，調査
対象企業に対するサーベイのデータについて統
計分析を実施していた。
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となるのだろう。その意味では，Zimmerman論
争以降の管理会計研究において，本論文がフィー
ルドスタディの価値を見直す一助となったことは，
重要な貢献といえるだろう。
　第２に，フィールドスタディが論文内で開示す
べき項目の一覧を示した。Ferreira and Merchant

（1992）によれば，フィールドスタディが研究論
文としてどのように妥当性を確保するのかについ
てのガイドラインは明確ではない。したがって，
本論文が提示した開示すべき項目一覧は，今後フ
ィールドスタディが論文として妥当性を確保する
ための参考として，意義のあるものといえる。
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付
表
　
我
が
国
に
お
け
る
フ
ィ
ー
ル
ド
ス
タ
デ
ィ
を
採
用
し
た
管
理
会
計
研
究
論
文
の
概
要

研
究
基
本
情
報

リ
サ
ー
チ
サ
イ
ト
情
報

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

参
与
観
察

内
部
資
料

論
文
名

理
論
的

基
礎

記
述
的
／
理
論
構

築
的 ／

仮
説
検

証
的

研 究 期 間
基
本
情
報

選
定
理
由

数

匿
名

（
０
）

／ 実
名

（
１
）

当 該 方 法 の 実 施 ※

回 数 ・ 人 数

時 間
録 音 ※

内 容 の 事 後 確 認 ※

メ ソ ッ ド
イ
ン
タ
ビ
ュ
イ
ー
情
報

当 該 方 法 の 実 施 ※

干 渉 の 有 無 ※

参
与
観
察

基
本
情
報

当 該 方 法 の 実 施 ※

統 計 解 析 の 有 無 ※

内
部
資
料

基
本
情
報

會
計

原
田

（
19
83
）

N
A

記
述
的

N
A

企
業
集
団
の
形
成
を
理
解

す
る
た
め
に
数
十
社
に
わ

た
る
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
を
実

施
N

A
数 十 社

０
１

N A
N A

N A
N A

N A
N

A
N A

N A

岡
本

（
19
85
）

N
A

記
述
的

N
A

T
PM
を
実
施
し
た
工
場

N
A

N
A
０

N A
１

N A

我
が
国
企
業
に

お
け
る

T
PM
運

動
の
実
際
の
観

察

N A

佐
藤

（
19
86
）

N
A

記
述
的

数 年 間
N

T
T

N
A

１
１

N A
N A

N A

宮
内
・

原
田
・

村
上

（
19
89
）

N
A

記
述
的

N
A
小
型
ボ
イ
ラ
ー
専
業
メ
ー

カ
ー

M
社

個
々
の
従
業
員
の
貢
献

利
益
を
算
定
し
，
緻
密

な
利
益
管
理
を
行
っ
て

い
る
た
め

１
０

N A
N A

N A

小
倉

（
19
90
）

戦
略
論

記
述
的

N
A
日
立
製
作
所

N
A

１
１

１
N A

N A
N A

N A
N A

N
A

N A
N A

加
登

（
19
90
）

N
A

記
述
的

N
A
ダ
イ
ハ
ツ
工
業

時
の
経
過
に
伴
い
い
く

つ
か
の
展
開
が
み
ら
れ

る
た
め
，
時
系
列
的
に

継
続
し
た
研
究
が
必
要

と
な
っ
た
た
め

１
１

１
３ 人

N A
N A

N A
N A

経
理
部
部
長
，
製
品

企
画
総
括
部
原
価
企

画
室
室
長
，
製
品
企

画
総
括
部
原
価
企
画

室
主
担
当
員

N A
１
０
原
価
計
算
講
習

会
の
講
演
録

牧
戸
・

皆
川
・

（
19
90
）

N
A

記
述
的

N
A
日
本
の
鋳
造
機
械
の
ト
ッ

プ
メ
ー
カ
ー
で
あ
る
新
東

工
業

サ
イ
ト
が
，
成
長
期
か

ら
成
熟
期
へ
の
変
化
に

直
面
し
て
お
り
，
情
報

技
術
の
環
境
変
化
へ
の

適
応
事
例
と
な
る
た
め

１
１

１
８ 人

N A
N A

N A
N A

常
務
取
締
役
経
理
部

長
か
ら
主
任
担
当
員

に
い
た
る
職
位
。
職

種
は
経
理
，
技
術
・

生
産
，
シ
ス
テ
ム
な

ど

N A
N A

門
田

（
19
93
）

N
A

記
述
的

N
A
ダ
イ
ハ
ツ
工
業

日
本
独
自
の
オ
リ
ジ
ナ

ル
な
原
価
改
善
に
つ
い

て
は
調
査
・
研
究
が
な

さ
れ
て
い
な
い
た
め

１
１

１
３ 人

N A
N A

N A
N A
原
価
管
理
室
長
，
同

次
長
，
同
課
長

N A
N A

三 田 商 学 研 究114



古
田

 
（
19
94
）

N
A

記
述
的

N
A

FM
C
（
シ
カ
ゴ
に
本
社
を

お
く
大
手
化
学
品
多
業
種

メ
ー
カ
ー
）
の
価
格
変
動

管
理
会
計
シ
ス
テ
ム
の
変

化

N
A

１
１

１
N A

N A
N A

N A
N A

FM
C
副
社
長
兼
コ

ン
ト
ロ
ー
ラ

N A
N A

小
林

 
（
19
94
）

N
A

記
述
的

N
A
総
合
ス
ー
パ
ー
と
卸
売
業

N
A

２
０

N A
N A

N A

坂
手

 
（
19
94
）

N
A

記
述
的

N
A
総
合
金
融
機
器
等
の
自
社

ブ
ラ
ン
ド
生
産
お
よ
び

O
E

M
受
注
企
業

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
お
よ
び

バ
イ
ヤ
ー
の
両
方
の
立

場
を
持
ち
合
わ
せ
て
い

る
た
め

１
０

N A
N A

N A

井
上

 
（
19
95
）

N
A

記
述
的

N
A
在
英
日
系
製
造
業
の
う
ち

組
立
生
産
型
企
業

N
A

35
０

１
N A

N A
N A

N A
N A

現
地
法
人
社
長（
５
），

経
理
部
長
（
９
），

そ
の
他
（
２
）（
19
92

年
調
査
）

N A
N A

宮
本

 
（
19
97
）

N
A

記
述
的

5年
松
下
電
器
産
業
㈱
の
海
外

経
営
活
動
の
コ
ン
ト
ロ
ー

ル
N

A
１

１
１
９ 人

N A
N A

N A
N A

現
地
法
人
社
長
を
は

じ
め
，
国
内
の
部
長

か
ら
主
任
に
い
た
る

ま
で
。職
種
は
技
術
，

経
理
，
監
査
な
ど

N A
N A

王
 

（
19
98
）

N
A

記
述
的

N
A

台
湾
の
情
報
機
器
企
業
の

エ
イ
サ
ー
，
大
同
社
の
振

替
価
格
設
定
シ
ス
テ
ム
の

変
更

振
替
価
格
設
定
シ
ス
テ

ム
の
選
択
・
設
計
行
動

に
影
響
を
与
え
た
要
因

を
分
析
す
る
た
め

２
１

１
４ 人

N A
N A

N A
N A
エ
イ
サ
ー
３
名
，
大

同
社
１
名

N A
N A

横
田

 
（
19
98
）

N
A

記
述
的

N
A
19
97
年
に
カ
ン
パ
ニ
ー
制

を
導
入
し
た
製
薬
会
社

A
社

業
績
主
義
へ
の
移
行
に

関
す
る
人
事
管
理
シ
ス

テ
ム
と
管
理
会
計
シ
ス

テ
ム
の
同
時
変
更
を
分

析
す
る
た
め

１
０

１
N A

N A
N A

N A
N A

N
A

N A
N A

頼
 

（
19
99
）

N
A

記
述
的

19
96
－

19
97
製
薬
会
社
の
研
究
職
に
対

す
る
業
績
評
価
と
報
酬

N
A

N A
０

１
N A

N A
N A

N A
N A

N
A

N A
N A

浅
田

 
（
20
01
）

N
A

記
述
的

N
A
ボ
ー
イ
ン
グ
社
の

A
B

C・
A

B
M

N
A

１
１

１
N A

N A
N A

N A
N A

N
A

 
N A

N A

広
原

 
（
20
01
）

N
A

記
述
的

N
A
電
気
機
械
器
具
製
造
業

A
社
の

A
B

C
思
考
に
基
づ

く
コ
ス
ト
・
シ
ス
テ
ム

A
B

C
を
我
が
国
の
実
務

へ
普
及
さ
せ
る
こ
と
を

意
図
し
て
い
る
た
め
，
お

よ
び
，

A
B

C
の
考
え
方

を
部
分
的
に
取
り
入
れ

て
い
る
事
例
で
あ
る
た
め

１
０

N A
N A

N A

山
本

 
（
20
01
）

N
A

記
述
的

N
A

某
メ
ー
カ
ー
の
事
業
部
で

実
施
し
て
い
る
感
性
コ
ス

ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ

ム
の
導
入
研
究

N
A

１
０

N A
N A

N A

福
田

（
20
02
）

N
A

理
論

構
築
的

N
A
主
に
あ
る
消
費
財
メ
ー
カ

ー
K
社
の
管
理
会
計
担
当

者
の
知
識
・
地
位

N
A

N A
０

１
１ 人

N A
N A

N A
N A
管
理
会
計
担
当

A
氏

N A
N A
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中
嶌

（
20
03
）

N
A

記
述
的

1年
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
お
い

て
学
生
数
の
多
い
大
学
の

１
つ
で
あ
る

A
大
学
の
財

務
管
理

日
本
企
業
よ
り
先
進
す

る
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の

大
学
の
調
査
に
よ
り
，

先
進
の
事
例
に
学
ぶ
た

め

１
０

１
N A

N A
N A

N A
N A
教
授
と
学
部
管
理
ス

タ
ッ
フ

N A
１
０
大
学
内
部
の
財
務

情
報

杉
山

（
20
03
）

N
A

仮
説

検
証
的

N
A

「
顧
客
に
す
ぐ
れ
た
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
す
る
」
こ
と

を
主
た
る
戦
略
に
掲
げ
る

製
造
業
者

X
社
の
投
資
評

価
の
た
め
の

B
SC
モ
デ
ル

伝
統
的
投
資
案
で
は
棄

却
さ
れ
て
し
ま
う
戦
略

的
IT
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
存
在
が
あ
る
た
め

１
０

N A
N A

N A

宮
本

（
20
03
）

N
A

記
述
的

１
年

３
ヶ
月

秋
田
県（
総
合
政
策
課
），

岩
手
県（
政
策
評
価
課
），

京
都
府
（
行
財
政
シ
ス
テ

ム
21
推
進
本
部
），
熊
本

県
（
企
画
調
整
課
），
静

岡
県
（
行
政
改
革
室
），

福
島
県（
政
策
評
価
室
），

三
重
県
（
政
策
評
価
推
進

課
），
宮
城
県（
政
策
課
），

山
形
県
（
企
画
調
整
部
）

に
お
け
る
業
績
評
価
の
フ

ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

都
道
府
県
で
施
行
さ
れ

て
い
る
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ

ク
の
現
状
を
明
ら
か
に

す
る
た
め

９
１

１
N A

N A
N A

N A
N A

N
A

N A
N A

横
田

（
20
03
）

N
A

記
述
的

1年
日
本
オ
ラ
ク
ル
の
経
営
シ

ス
テ
ム
（
報
酬
シ
ス
テ
ム

と
管
理
会
計
制
度
）

日
本
オ
ラ
ク
ル
が
創
造

的
で
，
付
加
価
値
を
高

め
る
社
員
の
育
成
を
強

調
し
な
が
ら
，
一
方
で

成
果
主
義
を
重
視
し
て

い
る
た
め

１
１

１
３ 回

N A
N A

N A
N A

執
行
役
員
人
事
教
育

本
部
長
丹
野
淳
氏
他

多
く
の
社
員

N A
N A

王
・

廣
本

（
20
04

a,
 b
）

N
A

仮
説

検
証
的

N
A

台
湾

IT
産
業
の
代
表
企

業
で
あ
る

B
en

Q
（
明
基

電
通
），
エ
イ
サ
ー
，
仁

寶
電
脳
，
大
同
，

Ya
ho

o!
奇
摩
，

PC
 h

om
e
の
業
績

測
定
・
報
酬
シ
ス
テ
ム
と

知
的
資
本
蓄
積
の
関
係

台
湾

IT
産
業
の
代
表

企
業
で
あ
る
こ
と
と
，

フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
で
提

示
し
た
３
つ
の
戦
略
タ

イ
プ
す
べ
て
を
カ
バ
ー

す
る
た
め

６
１

N A
N A

N A

園
田

（
20
04
）

N
A

記
述
的

2年

機
能
子
会
社
と
し
て
の
シ

ェ
ア
ー
ド
サ
ー
ビ
ス
子
会

社
で
あ
る
パ
イ
オ
ニ
ア
シ

ェ
ア
ー
ド
サ
ー
ビ
ス（
株
），

（
株
）
ミ
ツ
カ
ン
ビ
ジ
テ
ッ

ク
，
住
金
物
産
ビ
ジ
ネ
ス

サ
ポ
ー
ト
（
株
），

A
社
に

対
す
る

B
SC
の
適
用

機
能
子
会
社
と
し
て
の

SS
子
会
社
の
課
題
を

克
服
す
る
た
め
，

B
SC

を
適
用
す
る
こ
と
が
効

果
的
で
あ
る
た
め

４
１

１
６ 回

N A
N A

N A
N A

N
A

N A
１
０
各
社
作
成
資
料

菅
本

（
20
04
）

N
A

記
述
的

N
A

ハ
リ
マ
化
成
（
株
）
の
ユ

ニ
ッ
ト
採
算
シ
ス
テ
ム
の

運
用
方
法
に
つ
い
て
動
機

づ
け
の
観
点
か
ら
考
察

N
A

１
１

１
N A

N A
N A

N A
N A
常
務
取
締
役
牧
野
信

夫
氏

N A
N A
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梶
原

（
20
05
）

N
A

記
述
的

N
A

日
本
ゼ
オ
ン
株
式
会
社
の

Z
∑運
動
と
株
式
会
社
シ

マ
ノ
の
シ
ッ
ク
ス
シ
グ
マ

活
動
に
お
け
る
品
質
管
理

と
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
報
酬

改
善
活
動
の
成
果
に
基

づ
き
金
銭
的
報
酬
を
提

供
し
て
い
る
た
め

２
１

N A
N A

N A

松
尾

 
（
20
05
）

N
A

仮
説

検
証
的

4年
自
動
車
メ
ー
カ
ー

A
社
に

お
け
る
，
非
財
務
指
標
を

含
む
業
績
評
価
シ
ス
テ
ム

の
導
入
研
究

非
財
務
指
標
を
含
む
新

た
な
業
績
評
価
シ
ス
テ

ム
を
導
入
し
て
い
る
た

め
１

０
１

N A
N A

N A
N A

非 構 造 化

部
長
ク
ラ
ス
に
質
問

票
調
査

１
１

N A

近
藤
・

吉
田

（
20
05
）

制
度
論
的

パ
ー
ス
ペ

ク
テ
ィ
ブ

理
論

構
築
的

2年

主
に
機
械
設
備
用
の
電
源

装
置
の
開
発
，
製
造
，
販

売
を
行
う
独
立
系
の
電
気

機
器
メ
ー
カ
ー

K
社
に
お

け
る
原
価
企
画
の
導
入
プ

ロ
セ
ス

公
式
の
管
理
会
計
シ
ス

テ
ム
だ
け
で
な
く
，
非

公
式
の
実
務
慣
習
や
組

織
内
パ
ワ
ー
関
係
を
含

め
た
よ
り
深
く
詳
細
な

考
察
の
た
め
の
経
時
的

ケ
ー
ス
研
究
の
た
め

１
０

１
21 回

N A
N A

N A
N A

社
長
お
よ
び
導
入
推

進
役
コ
ン
サ
ル
タ
ン

ト
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ

ー
１
１

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
会

議
へ
の
参
加

工
場
お
よ
び
開
発

現
場
の
見
学

原
価
企
画
会
議
へ

の
参
加

N A

横
田

 
（
20
05
）

N
A

記
述
的

N
A

ア
メ
リ
カ
に
本
社
が
あ
る
，

エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
を

営
む
企
業
の
日
本
法
人
で

あ
る

A
社
に
お
け
る
自
立

化
組
織
統
合
の
た
め
の

E
R

P
と
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・

コ
ン
ト
ロ
ー
ル

E
R

P
を
う
ま
く
経
営
に

生
か
し
て
い
る
と
い
わ

れ
て
い
る
た
め

１
０

１
N A

N A
N A

N A
N A

A
社
の
ミ
ド
ル
マ
ネ

ジ
ャ
ー
ク
ラ
ス
，
社

員
，
元
社
員
，
元
取

締
役
お
よ
び
ベ
ン
ダ

ー
企
業
の
方
々

N A
N A

櫻
井

（
20
06
）

N
A

記
述
的

N
A
シ
ャ
ー
ロ
ッ
ト
市
の

A
B

C

自
治
体
に
お
け
る

A
B

C
ソ
フ
ト
活
用
事
例
の
ベ

ン
チ
マ
ー
ク
の
対
象
と

し
て
最
適
で
あ
る
た
め
１

１
１

N A
N A

N A
N A

N A
N

A
N A

N A

澤
邉

（
20
06
）

制
度
論
的

パ
ー
ス
ペ

ク
テ
ィ
ブ

理
論

構
築
的

N
A
東
京
三
菱
銀
行
米
州
本
部

に
お
け
る

B
SC
の
導
入

事
例

環
境
変
化
が
管
理
会
計

の
変
化
を
促
し
た
事
例

で
あ
る
た
め

１
１

１
N A

N A
N A

N A
N A

N
A

N A
１
０
各
種
文
書
を
利
用

谷 （
20
06
）

N
A

記
述
的

１
年

/
N

A

新
須
磨
病
院
に
お
け
る

B
SC
導
入
の
ア
ク
シ
ョ
ン

リ
サ
ー
チ
お
よ
び
大
阪
府

池
田
市
に
お
け
る
事
務
事

業
評
価
シ
ス
テ
ム
導
入
の

ア
ク
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ

民
間
病
院
へ
の

B
SC
の

導
入
と
，
事
務
事
業
評

価
シ
ス
テ
ム
の
地
方
公

共
団
体
へ
の
導
入
の
事

例
を
比
較
し
た
上
で
，

パ
ブ
リ
ッ
ク
セ
ン
タ
ー

に
お
け
る

B
SC
導
入
に

必
要
と
さ
れ
る
要
因
を

明
ら
か
に
す
る
た
め

２
１

１

12 人 ・ 18 回

１ 回 90 分

N A
N A

N A

院
長
を
は
じ
め
，
12

の
職
種
の
代
表
が
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
メ
ン
バ

ー
１
１

１
０
新
須
磨
病
院
の
戦

略
マ
ッ
プ
，

B
SC

松
尾

（
20
06
）

N
A

仮
説

検
証
的

N
A
兵
庫
県
伊
丹
市
に
お
け
る

業
績
評
価
シ
ス
テ
ム
の
導

入
効
果
の
分
析

予
算
編
成
に
お
い
て
行

政
評
価
シ
ス
テ
ム
が
重

視
さ
れ
て
い
る
こ
と
，

お
よ
び
行
政
評
価
シ
ス

テ
ム
の
導
入
効
果
の
分

析
に
適
当
な
デ
ー
タ
が

入
手
で
き
た
た
め

１
１

１
N A

N A
N A

N A
N A

N
A

N A
１
１

評
価
シ
ー
ト
（
事

業
概
要
，
予
算
金

額
，
投
入
人
員
，

成
果
指
標
お
よ
び

目
標
・
実
績
値
，

改
善
計
画
・
実
施

結
果
等
の
諸
項
目

の
記
述
）
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荒
井

（
20
06
）

N
A

記
述
的

N
A

イ
ギ
リ
ス
に
お
い
て
最
低

限
レ
ベ
ル
の
原
価
計
算
実

務
を
実
施
し
て
い
る

A
病

院
と
洗
練
し
た
実
務
を
実

施
し
て
い
る

B
病
院
の
比

較

２
つ
の
病
院
に
お
け
る

原
価
計
算
実
務
を
相
互

比
較
し
つ
つ
紹
介
し
，

現
在
の
イ
ギ
リ
ス
医
療

界
に
お
け
る
原
価
計
算

事
務
の
多
様
性
を
明
ら

か
に
す
る
た
め

２
０

１
２ 回

N A
N A

N A
N A

A
病
院
の
原
価
計
算

担
当
者
お
よ
び
財
務

部
門
管
理
者
，

B
病

院
の
財
務
管
理
担
当

者
お
よ
び
原
価
計
算

担
当
者

N A
N A

小
菅
・

朝
倉
・

木
村
・

豊
田

（
20
06
）

N
A

理
論

構
築
的

N
A

日
本
企
業
の
プ
ロ
セ
ス
・

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る

松
下
電
器
産
業
株
式
会
社

に
関
す
る
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

調
査

N
A

１
１

１
N A

N A
N A

N A
N A

N
A

N A
N A

菅
本

（
20
06
）

N
A

記
述
的

N
A

オ
ー
プ
ン
ブ
ッ
ク
・
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
（

O
B

M
）
の

モ
デ
ル
ケ
ー
ス
の
１
つ
で

あ
る
三
州
製
菓
株
式
会
社

の
事
例

O
B

M
と
い
う
名
称
は

用
い
て
い
な
い
も
の
の
，

そ
の
経
営
シ
ス
テ
ム
が

O
B

M
と
近
似
し
て
お

り
，
日
本
企
業
の
モ
デ

ル
ケ
ー
ス
の
１
つ
と
し

て
よ
り
詳
細
に
調
査
す

べ
き
対
象
で
あ
る
た
め

１
１

１
N A

N A
N A

N A
N A
同
社
社
長
・
斉
之
平

伸
一
氏

N A
N A

園
田

（
20
06
）

N
A

記
述
的

N
A

N
T

T
グ
ル
ー
プ
の

C
as

h 
M

an
ag

em
en

t 
Sy

st
em

（
C

M
S）

N
A

１
１

１
N A

N A
N A

N A
N A

N
A

N A
１
０

N
T

T
ビ
ジ
ネ
ス

ア
ソ
シ
エ
作
成

資
料

横
田

（
20
06
）

N
A

記
述
的

N
A
米
国
に
本
社
の
あ
る
日
本

法
人

A
社
の

E
R

P
導
入

事
例

 

外
資
系
企
業
の
検
討
を

ふ
ま
え
，
日
本
企
業
に

お
い
て
も

E
R

P
導
入

は
同
様
の
役
割
や
影
響

を
も
っ
て
い
る
か
を
考

察
す
る
た
め

１
０

N A
N A

N A

鈴
木

（
20
07
）

N
A

記
述
的

N
A
小
売
店

A
社
お
よ
び
ホ
テ

ル
B
社
の
固
定
収
益
会
計

の
試
行
事
例

サ
ー
ビ
ス
業
で
は
取
引
の

継
続
の
程
度
を
望
まし
い

水
準
に
コ
ント
ロ
ー
ル
す

る
必
要
性
が
高
い
た
め

２
０

N A
N A

１
０

A
社
と

B
社
の

損
益
計
算
書

長
野

（
20
07
）

N
A

仮
説

検
証
的

N
A
白
物
家
電
品
産
業
に
属
す

る
A
社
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク

ル
・
コ
ス
テ
ィ
ン
グ

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
・
コ
ス
テ

ィン
グ
を
行
う
こ
と
で
メ
ー

カ
ー
が
受
益
者
に
な
れ
る

白
物
家
電
品
業
界
の
中

で
も

A
社
は
省
エ
ネ
技

術
や
省
資
源
技
術
が
業

界
内
で
高
く
認
め
ら
れ
て

い
る
た
め

１
０

１
N A

N A
N A

N A
N A

N
A

N A
１
０

A
社
製
品
カ
タ
ロ

グ
お
よ
び

A
社

お
す
す
め
商
品

に
関
す
る
社
内

資
料

松
尾
・

大
浦
・

新
井

（
20
07
）

N
A

記
述
的

１
年
食
品
卸
売
業
株
式
会
社
飯

田
の

A
B

C
の
導
入
事
例

A
B

C
適
用
の
応
用
的

事
例
と
し
て
新
規
性
が

高
い
こ
と
，
お
よ
び

A
B

C
理
論
と
全
部
原

価
計
算
と
し
て
の
構
造

的
課
題
に
対
す
る
考
察

が
で
き
る
た
め

１
１

１
６ 回

N A
N A
１

N A

飯
田
豊
彦
社
長
お
よ

び
杉
本
眞
佐
樹
常
務

を
中
心
に
，
補
完
的

に
導
入
当
時
の
物
流

担
当
者
，
支
店
営
業

部
員
，
支
店
長

N A
１
０

社
内
向
け
説
明

資
料
，
対
外
的

説
明
資
料
，
シ

ス
テ
ム
で
実
際

に
提
供
さ
れ
た

利
益
管
理
情
報

な
ど
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管
理
会
計
学

伏
見
・

横
田

（
19
93
）

N
A

理
論

 
構
築
的

N
A

S
化
学
工
業

本
稿
は
米
国
の
事
業
部

制
と
異
な
る「
日
本
型
」

事
業
部
制
の
諸
特
徴
を

体
系
的
に
整
理
す
る
こ

と
を
目
的
と
し
て
お
り
，

S
化
学
工
業
は
同
社
特

有
の
事
情
を
も
と
に
変

質
を
加
え
な
が
ら
定
着

し
て
き
た
典
型
的
な
日

本
企
業
の
一
例
と
い
え

る
た
め

１
０

N A
N A

N A

横
田

（
20
00
）

N
A

記
述
的

N
A
花
王
・
武
田
薬
品
工
業
・

松
下
電
器
産
業

選
択
し
た
３
社
は
成
果

主
義
を
取
り
入
れ
た
日

本
企
業
で
あ
る
た
め

３
１

１
N A

N A
N A

N A
N A

花
王
株
式
会
社
人
事

部
門
，
武
田
薬
品
工

業
株
式
会
社
経
営
企

画
部
，
同
人
事
・
組

織
統
括
室
，
松
下
電

器
産
業
株
式
会
社
人

事
部
，
松
下
電
子
工

業
株
式
会
社
半
導
体

事
業
本
部
経
理
部

N A
N A

井
尾
・

淺
田

（
20
05
）

不
確
実
性

の
概
念

記
述
的

N
A

A
社

N
A

１
０

１
N A
２ 回

N A
N A

N A
A
社
の
主
査
チ
ー
ム

の
メ
ン
バ
ー

N A
N A

原
価
計
算
研
究

末
松

（
19
98
）

N
A

記
述
的

N
A
東
京
ゴ
ム
株
式
会
社
（
偽

名
）

筆
者
の
実
施
し
た
導
入

企
業
の
１
つ
。し
か
し
，

社
名
・
製
品
名
・
会
計

デ
ー
タ
は
実
際
と
は
異

な
る
も
の
で
あ
る

N A
０

N A
N A

N A

鈴
木
・

浅
田

（
19
99
）

N
A

記
述
的

N
A

A
社
（
従
業
員
数
・
売
上

高
に
つ
い
て
は
記
述
あ

り
）

N
A

１
０

N A
N A

N A

小
沢

（
20
02
）

不
確
実
性

の
概
念

記
述
的

N
A
ト
ヨ
タ
自
動
車

N
A

N A
１

１
N A

N A
N A

N A
N A

N
A

N A
N A

荒
井

（
20
02
）

N
A

記
述
的

2年
N

A
N

A
31

０
１

N A
N A

N A
N A

N A
N

A
N A

N A

福
田

（
20
03
）

N
A

記
述
的

N
A

A
社
（
某
酒
類
メ
ー
カ
ー
）

N
A

N A
０

１
N A

N A
N A

N A
N A

「
筆
者
が
我
が
国
企

業
お
よ
び
事
業
部
門

の
管
理
会
計
担
当
者

に
対
し
て
実
施
し
た

…
」

N A
N A
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山
田

（
20
03
）

N
A

記
述
的

N
A

M
E

C
社

当
社
は
研
究
開
発
型
の

ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
で
あ

り
，
ニ
ッ
チ
領
域
で
成

功
し
て
お
り
，
本
研
究

に
と
っ
て
有
用
で
あ
る

と
考
え
ら
れ
る
た
め

１
１

１
N A

N A
N A

N A
N A
研
究
開
発
担
当
の

U
氏

N A
N A

福
田

（
20
04
）

N
A

記
述
的

N
A
株
式
会
社
石
垣
と
そ
の
子

会
社
の
石
垣
メ
ン
テ
ナ
ン

ス
株
式
会
社

A
B

C
/A

B
M
の
導
入
プ

ロ
セ
ス
を
通
じ
て
，
導

入
目
的
が
共
有
化
さ
れ

た
組
織
で
あ
る

１
１

１

３ 回 ・ ９ 人

１
N A

N A
N A

１
回
目
は

I社
企
画

推
進
部
長
の
福
田
氏

（
A

B
C
プ
ロ
ジ
ェ
クト
・

リ
ー
ダ
ー
）
と
人
事
部

主
任
の
谷
氏
，
２
回

目
は
福
田
氏
と

M
社

管
理
部
長
の
明
石
氏
，

３
回
目
は
福
田
氏
，

明
石
氏
に
く
わ
え
て

M
社
管
理
部
課
長

代
理
の
萩
村
氏
，
総

務
部
長
の
石
原
氏
，

総
務
部
主
任
の
藤
岡

氏

N A
N A

窪
田
・

島
・

吉
田

（
20
04
）

N
A

記
述
的

２ 年 以 上

東
証
一
部
上
場
の
電
子
部

品
メ
ー
カ
ー
（

A
社
）

疑
似

M
PC
を
導
入
し

て
い
る

１
０

１

５ 回 ・ 15 人

１
N A

N A
N A

１
N A

工
場
視
察

M
PC
の
導
入
経

過
に
つ
い
て
の

観
察
を
重
ね
て

い
る

N A

乙
政

（
20
05
）

N
A

記
述
的

N
A
住
宅
設
備
機
器
メ
ー
カ
ー

A
社

筆
者
が
過
去
に
実
施
し

た
郵
送
質
問
票
調
査
に

お
い
て
「
面
接
調
査
に

応
じ
て
も
よ
い
」
と
回

答
し
た
企
業

１
０

１
１
１
１

N A

半 構 造 化

B
SC
導
入
推
進
者

で
あ
る
経
営
企
画
室

長
N A

１
N A

N
A

松
木

（
20
05
）

N
A

記
述
的

１
年
住
友
電
気
工
業
株
式
会
社

の
設
備
技
術
課
機
械
加
工

掛

20
00
年
当
時
で
，

M
PC

を
採
用
し
て
い
る
こ
と

が
分
か
っ
て
い
る
数
少

な
い
企
業
で
あ
る
。

ま
た
，
非
公
式
的
な
コ

ン
ト
ロ
ー
ル
・
シ
ス
テ

ム
と
し
て

M
PC
制
の

調
査
が
可
能
で
あ
っ

た
。
さ
ら
に
調
査
開
始

当
時
，

M
PC
を
導
入

し
て
日
が
浅
か
っ
た
た

め
，
従
業
員
に
与
え
る

影
響
を
直
接
に
観
察
で

き
る
た
め

１
１

１
N A

N A
N A

N A
N A

生
産
技
術
部
の
ス
タ

ッ
フ
と
設
備
技
術
課

機
械
加
工
掛
の
従
業

員
１

N A

M
PC
の
月
次
業

績
報
告
会
に
２

回
出
席
し
，
そ

こ
で
の
リ
ー
ダ

ー
の
発
言
内
容

や
態
度
，
質
疑

応
答
で
話
さ
れ

る
話
題
，
上
司

と
M

PC
リ
ー
ダ

ー
の
や
り
と
り

の
様
子
な
ど
を

観
察

１
N

A

松
木

（
20
06
）

N
A

記
述
的

N
A
住
友
電
気
工
業
株
式
会
社

の
関
連
会
社
で
あ
る
北
日

本
電
線
株
式
会
社

20
00
年
か
ら
現
在
ま
で

疑
似
的
な

M
PC
を
比

較
的
長
期
的
か
つ
安
定

的
に
実
施
し
て
い
る

１
１

１
１

N A
１

N A
N A

同
社
の
ラ
イ
フ
カ
ン

パ
ニ
ー
制
に
か
か
わ

る
人
物

１
N A

20
00
年
か
ら
20
05

年
に
か
け
て
計
６

回
の
観
察
を
実
施

N A
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三
矢

（
20
07
）

N
A

記
述
的

10 ヶ 月
株
式
会
社
ド
ン
ク

N
A

１
１

N A
１
１

ド
ン
ク
の
８
つ

の
店
舗
に
対
し

て
日
時
決
算
の

導
入
お
よ
び
運

用
指
導
を
実
施

し
，
店
舗
や
店

長
が
ど
の
よ
う

に
変
化
す
る
の

か
を
リ
ア
ル
タ

イ
ム
に
観
察

N A

会
計
プ
ロ
グ
レ
ス

鈴
木

ほ
か

（
20
06
）

N
A

仮
説

 
検
証
的

N
A
レ
ス
ト
ラ
ン
チ
ェ
ー
ン

A
社

固
定
費
型
の
事
業
で
あ

り
，
固
定
顧
客
を
獲
得

す
る
こ
と
を
経
営
方
針

と
し
て
い
る
た
め

１
０

N A
N A

１
１

A
社
の
施
設
特

性
デ
ー
タ
，
居

住
地
デ
ー
タ
，

顧
客
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査（
20
01
年
，

20
02
年
），
損
益

計
算
書

梶
原

（
20
07
）

N
A

記
述
的

N
A
東
証
一
部
上
場
の
電
気
機

器
メ
ー
カ
ー
の
主
力
工
場

で
あ
る

X
工
場

X
工
場
が
日
本
的
品
質

管
理
を
実
施
し
て
き
た

我
が
国
製
造
企
業
の
典

型
的
な
工
場
で
あ
る
た

め

１
０

１
N A

N A
N A

N A
N A

A
社
本
社
ス
タ
ッ
フ

お
よ
び

X
工
場
に

お
け
る
品
質
管
理
担

当
者

N A
１
１

工
場
全
体
の
品

質
コ
ス
ト
デ
ー

タ
（
19
92
年
４
月

か
ら
20
00
年
３
月

ま
で
の
月
次
デ

ー
タ
）

注
：

 N
A
は
非
開
示
項
目
を
指
す
。
な
お
，
※
項
目
は
，
当
該
項
目
を
実
施
し
て
い
れ
ば
１
を
，
実
施
し
て
い
な
け
れ
ば
０
を
，
論
文
内
で
不
明
の
場
合
は

N
A
と
表
記
し
て
い
る
。
ま
た
，
イ
ン

タ
ビ
ュ
ー
や
参
与
観
察
，
内
部
資
料
の
利
用
と
い
っ
た
手
法
が
と
ら
れ
て
い
る
か
ど
う
か
が
不
明
の
場
合
，
そ
の
詳
細
に
関
す
る
項
目
は
明
ら
か
に

N
A
で
あ
る
た
め
，
当
該
項
目
に
つ
い
て

の
記
述
は
省
略
し
て
い
る
。
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